
配偶者からの暴力被害者のための市営住宅目的外使用に関する要綱

　　　　　　　　　　　　　
（目的）

第１条　この要綱は、配偶者からの暴力被害者の居住の安定を図り、自立を支援するために、配偶者からの暴力被害者に対し市営住宅の目的外使用を一時的に許可するに当たって必要な事項を定める。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1) 　配偶者からの暴力被害者　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成13年法律第31号。以下「法」という。）第１条第２項に規定する被害者をいう。
(2) 　母子生活支援施設　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第23条第1項に定めるものをいう。

（対象者）

第３条　目的外使用によって入居を認められる者（以下「対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当する配偶者からの暴力被害者とする。

(1) 　公営住宅法（昭和26年法律第193号）第23条第２号に規定する住宅困窮要件を満たす者であること。

(2) 　次のいずれかに該当する者であること。
ア　法第３条第３項第３号の一時保護又は神戸市母子・婦人短期保護事業における保護が終了した日から起算して５年を経過していない者

イ　法第５条の女性自立支援施設における保護又は母子生活支援施設における保護が終了した日から起算して５年を経過していない者
ウ　法第10条第１項又は第10条の２の規定により裁判所がした命令の申立てを行なった者で当該命令がその効力を生じた日から起算して５年を経過していない者
エ　「配偶者からの暴力被害者の取扱い等に関する証明書の発行について」（平成20年５月９日雇児福発第0509001号）に基づき、女性相談支援センター等による「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」が発行されている者。なお、女性相談支援センター以外の配偶者暴力対応機関（配偶者暴力相談支援センター、福祉事務所及び市町村における配偶者暴力相談支援担当部署）、行政機関又は関係機関と連携して配偶者暴力被害者支援を行っている民間支援団体（婦人保護事業委託団体、地域ＤＶ協議会参加団体及び補助金等交付団体）において、公営住宅への入居等に関する配偶者暴力被害申出受理確認書（様式第５号）による確認がされている者も、上記証明書が発行されている者と同様に取り扱う。

(3) 　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。
（使用期間）

第４条　使用期間は、原則として１年以内とする。ただし、市長が特段の事由があると認めるときは、使用許可を更新できる。

２　前項の使用期間の更新は、３ヶ月単位で行うものとし、当初の使用開始日から起算して２年以内の期間を限度とする。

（使用料）

第５条　目的外使用に係る使用料は、免除するものとする。

（申出）

第６条　目的外使用を希望する対象者は、申出書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え、建築住宅局住宅管理課に提出するものとする。
(1) 　第３条第２号のいずれかに該当している配偶者からの暴力被害者であることが分かる書類（以下「保護等実績確認書類」という。）

(2) 　対象者本人及び同居者を証明する書類

（審査）

第７条　市長は、前条の規定に基づく申請があったときは、内容について審査し、第３条に定める対象者の条件を満たしているか確認する。

（使用許可）

第８条　前条に規定する確認を受けた対象者は、「行政財産使用許可申請書」（様式第２号）を市長宛に提出するものとする。

２　市長は、前項の申請について、市営住宅の本来の入居対象者の入居を阻害せず、市営住宅の適正かつ合理的な管理に支障がないと認めたときは、その使用を許可し、申請者あてに「行政財産使用許可書」（様式第３号）を交付する。

（使用許可の更新）

第９条　第４条に定める使用期間の更新を希望する対象者は、「行政財産使用許可申請書」（様式第２号）を、原則として更新による使用許可の10日前までに市長宛に提出するものとする。

２　更新した市営住宅の使用料は、神戸市営住宅条例（平成９年４月条例第12号）第25条に規定するその市営住宅の家賃と同額とする。

（提供住宅）

第10条　目的外使用させる市営住宅は、あらかじめ建築住宅局長が決定する。

（使用の条件）

第11条　目的外使用の許可を受けた対象者は、特段の事情がない限り、当初入居者以外の者を当該市営住宅に同居させてはならない。また、使用物件を第三者に転貸し、又はその使用する権利を第三者に譲渡若しくは担保に供することはできない。

２　目的外使用の許可を受けた対象者は、この要綱に定めのない事項に関しては、神戸市営住宅条例その他関係法令を遵守するものとする。

（使用停止及び許可取消し）

第12条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該市営住宅の使用を停止し、又は使用の許可を取り消すことができる。

(1) 　本要綱その他関係法令に違反したとき

(2) 　第６条に定める申出書又は保護等実績確認書類その他提出された書類に虚偽があったとき

(3) 　正当な理由無く15日以上市営住宅を使用しないとき

(4) 　市営住宅又は共同施設を故意に毀損したとき

(5) 　暴力団員であることが判明したとき

(6) 　使用料を３月以上滞納したとき

(7) 　その他市長が市営住宅の管理上必要があると認めたとき

（住宅の返還）

第13条　目的外使用の許可を受けた対象者は、当該市営住宅から退去するときは、退去しようとする日の５日前までに、退去届（様式第４号）により、市長にその旨を届け出なければならない。

（この要綱の準用）
第14条　第３条から前条までの規定は、法第２８条の２に規定する関係にある相手からの暴力を受けた者について準用する。この場合において、本要綱中「配偶者からの暴力被害者」とあるのは「第２８条の２に規定する関係にある相手からの暴力を受けた者」と読み替える。

（施行細則）

第15条　この要綱の施行について必要な事項は、建築住宅局長が定める。
附　則

この要綱は、平成25年９月26日から施行する。
附　則

この要綱は、平成26年１月３日から施行する。
附　則

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成30年７月１日から施行する。
（経過措置）
平成30年7月1日改正前の「配偶者からの暴力被害者のための市営住宅目的外使用に関する要綱」により当初許可を受けた者については、なお従前の例による。
附　則

この要綱は、令和４年３月１日から施行する。
附　則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
